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開発揮助活動におけるプロジェクト評価の意義

冨際開発銀行プロジェクト開発部技術顧問

友野勝義

要約:臼本は長年世界一の援助罷であり、この 10年間平均で有償無償合わせ約 l兆 4，000億円

が開発途上国の開発事業のために投資されてきた。その間インドネシア、タイ、フィワピンのよ

うに百本の援助資金が盟家開発の重要な資金源のひとつとなってきた国が多い。一方日本の OOA

の原資は国の財政支出であるが、現今の緊縮財政の下では OOA予算の縮小が続いている。した

がって、 OOAがいかに効果的に行われたか、裏を返せば資金援助を受け持つ側には無駄な投資が

行われていなかったかどうか説明する責任がある。国際協力銀行(JBIC)では、いくつかの指擦を

設定し、援助対象プロジェクトの評価を行っている。その基本は援助が「国家開発戦略に合致し

ているかJrプロジェクトの実施効率が高いかJr目標の達成度が高いかJrプロジェクトがどん

な影響を与えたかJr持続的発展性が担保されているかj等の指標に照らして、 OOAがいかに効

果的に行われたかを検証することである。その結果は新しい援助投資の場での教訓!となっている。

本論では JBICが行うプロジェクト評催、主として事後評価の意義と概要を述べる。すでにいく

つかの大学で国際協力研究科が創設され、また多くの大学教授や学識経験者が評価に携わってい

るように、評価活動の学術的意義も大きい。

1. はむめに

円借款は、世界中特に東南アジアの開発途上国に対して重要な開発資金源となってきた。い

くつかの間では、 5本の援助が継続されるかどうかが当該国の政策決定に大きく影響する状

況も生じている。多くの円借款案件は適正な判断と手JI闘で選定・実施されているが、様々の

事情からすべての援助案件が最適の投資先として選定されたのではなかった懸念がある。円

借款の原資である国の財致事情が緊迫しつつある昨今、投資対象の適否について盟民の厳し

い自が向けられるようになった。OOAのうち円借款業務を担当する国際協力銀行(玖下JBIC)

では円借款案件に対してその成果を評価するために、プロジェクト評価、特に事後評錨を行

ってきた。評価結果から得られる教訴はアカウンタピリティの向上に役立っている。

2. 開発援助静舗の発展とその応用
開発援助評価は 1970年代から国際的な枠組みの中でその手法が議論されてきた。 OAC(開

発援助委員会:OECO[経済協力開発機構]の下部組織〉がその中心となって評価手法を開発し、

1991年に「器発援助における評錯原則

〈し、わゆる rOAC評価原則J)を発表した。これは現在援助各国の ODA評価体制の指針と

なっているが、 DACが定義する「開発援助評価Jとは f開発援助の政策、プロジェクトの計
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蘭・実施・結果の適切性につき、妥当性、効率性、自標達成度、インパクト、自立発展性(評

価5項目)などの観点から体系的かつ客観的に調査・分析し判断を提示する作業』である。ま

た評価の自的も、単に「評価」にとどまらず、得られた教訓を関係者にフィードパックする

ことにより、実施中の援助内容や将来の援助政策の改善を図ること、また評価結果の公表を

通じ、援助活動の実施状況や効果を明らかにし、任務を果たしていることを関係者や資金提

供者(納税者等)に証明することで、アカウンタピリティの確保に資することである。頭発援

助評偏に関しては次のような近年の動向がある。

1) DAC評価原期による評価体制jの指針提示

DACはその評価原則に関し、開発援助野価実施の体制や要領について、 (1)ドナー揚謂の重

要性、 (2)評価対象の多様化、 (3)評価結果のわかりやすい報告等について提言を行っている。

2)政策、プログラムへの評錨対象の拡充

上記 DACの提言の中で特に「評価対象の多様化Jつまり「錨別プロジェクトから政策やプ

ログラムなどへの評価対象の拡充Jは国際的に重要課題となっている。それは近年特定地域

や分野に対して包括的な支援を行う動きがあり、プロジェクト評価にとどまらず、政策やプ

ログラム全体を対象とした総合的視点からの評価の必要性が認識されてきたからである。

3) r成果盤読のマネージメントの提唱J

近年「成果重視のマネージメント」が提唱され、「援助で何が行われたかJより「援助によ

りどんな改善効果が現れたか」を把握する評価に重点が移っているo その中心的な手法とし

て、多くの援助機関で PerformanceMeasurement (事業の目標等を測定可能な指標で表し、

それを継続的にそニターすることで事業運営を改善する手法〉が導入されている。

4)日本における評価の体制

日本では 1975年に OECF(現症の JBIC)が事後評価活動を開始したのを先駆けとして外務省

(ODA全体)、 JICA、JBICによる評価が継続的に実施され、その手法が高度化されると共に

評価業務体制も強化されてきた。また USAID(米国国際開発庁)が開発した評価手法であるロ

ジカル・フレームワーク(ログ・フレーム)なども偽の援助機関や器i際機提間様日本でも採用さ

れている。更に日本では、外務省の「援助評価検討部会」が2000年に iOOA評価体制の改

に関する報告審」を提出したのを契機に「政策評価制度jが導入され、 OOAもそれに組み

込まれた。その結果 f評価対象の多様化Jへの対応や評価のフィードパックにおいて市民参

加裂の情報公開を行う等「わかりやすい報告jにも努力するようになった。

3. 評価の櫨類

評価の種類は多様でその分類も一定していないが、一応図 1のように分類できる。「インパ

クト評価Jとは、受益者や対象地域にもたらされた変化を問う評価である。インパクト評価

においてプロジェクトの受益者と非受益者を比較して事業の純効果を割り出す with/without

比較や受益者の事業前後の生活を比較し、どんな改善または負の影響があったかを認査する

before/after比較などがあり、それぞれに種々の調査分析手法が開発されている。「コスト・

パフォーマンス評錨」においては投入費用と使益を比較し、費用に見合った効果が現れてい
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るかを評価する。この評価方法には費舟便益分析と費用効果分析(または最小費用法)の 2種

類ある。費用使益分析は費用・便益の双方を貨幣価値に換算して比較を行うもので、純現在

価値(NPV)、内部収益率(IRR)などが代表的な指標である。一方、費用効果分析は便益の貨幣

化が困難な場合に用いられ、一定の便益をもたらす代替案の費用を比較し、費用が最小のも

のを選択する手法である o ただ純現在価値法同様、最小費用法の場合もヂイスカウントレー

ト(割引率)を予め設定(仮定)する必要があるが、妥当な割引率を見つけるのは易しくない。

関 1 評価の分類例

評価対象による分類

@ 政策レベル評価

@ プログラムレベル評髄

@ プロジェクトレベjレ評{面

評価の視点、による分類

@ プロセス評価

プロジェクトやプログラム実施の適

切性を問う評価

@ インパクト評価

プロジェクトやプログラムにより受

益者や地域に起きた変化を問う評価

@ コスト・パフォーマンス評髄

投入費用と使益を比較し、費用効果を

問う評価

(出典:JBIC評価研修テキスト)
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評価の主体による分類

@ 内部評価

政策やプログラム、プロジェクト実施

担当自体による評価

@ 外部評価

第三者による評価

@ 合間評価(開発援助に特有〉

複数のドナーまたはドナーと受入国が

共同で行う評価

4. JBICにおける円借款評儲

1)円借款における評髄

JBICは現荘完成後 2年を経逸したすべての事業に対し、 DACの評価5項自を基本とした評

価を実施している o2001年からは関年度以降にアプレイザイル(融資審査)が実施されるすべ

ての事業を対象として「事前評価Jを実施し、事前から事後への一貫した評倍体制を整えた。

2)事後評価の目的とプロジェクトaサイクルにおける位置づけ

円借款の事後評価の毘的は、決のニつである。

(1 )事業実施効果・持続性等に関わる成功婆関や掲題点を把捜し、そこから導出された教訓

を当該事業の運営改善や新規事業の形成・実施に還元することにより円借款の更なる改

善を図る。これは円措款のプロジェクト・サイクルに照らせばよく説明できる(図的。

(2)評儲結果の開示によりアカウンタゼリティの向上を図る。

円借款では事業の形成・準備から実施、完成、運営維持管理、事後評価までを一貫したプ口

ジェクト・サイクルと捕らえている。 JBICでは間サイクルの各段階で相手国実施機関を支援

するために、カントリー/セクター調査、アプレイザイル、中間・事後監理、事後評価を行う

とともに有償資金協力促進調査(SAF)も充実させている。
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罷2プロジェクトサイクルにおける事後評価の位霞付け

[JBICの業務プロジェクト・サイクノレ〕

出典:

JBIC評価研修テキスト

3)円借款事後評価の種類と実施主体

JBICでは、評価対象をプログラム・レベルとプロジェクト・レベルに分類し、それぞれ「爵

/地域別評価J、「セクター別評錨Jrテーマ別評儲ムおよび「プロジェクト評価Jがある。

4)事後評価のフィードパック

JBICでは事後評価のフィードパックに努力し、その対象別に体棋を整婿している。 実施機

関(借入人)を始めとする相手層関係者には評価報告書を提出するほか、現地でセミナ一等を

開催して当該事業の運営改善や将来事業実施に脊用な提雷を行う。日本国民に対しては、

後評価結果を報告書やホームページで公表するのみでなく、種々の公開セミナーを通じアカ

ウンタビリティ向上に努めている。 JBIC内部に対しては、評価結果を有償資金協力促進調査

(SAF)の案件選定時、菌加業務実施方針策定時、個別円借款事業のアプレイザル方針検討時

など、プロジェクト・サイクルの各段階にフィードパックし、各業務の改善に役立てている。

5.開発援助の評価手法ーロジカル u フレームワーク

1)事業軒留の概要を襲理するための手法

評価の前提として、評緬対象(事業)が何を目指し、何を実施しようとしていたかを整理し、

評伍の基軸を定める必要がある。そこで使われる手法がロジカル・フレームワーク(ログフレ

ーム)およびパフォーマンス指標である。ログフレームは事業の上位話標、事業居標、成果(ア

ウトプット)、活動、投入、目標の達成度を測る指標、指標ヂータの入手手段、目標達成に必

要な外部条件を 4 行 4 列のマトリクスに表示した事業概要表(~ 3)である。ログフレームを

使用する大きなメリットは、目標や成果などを灘定可能な指標で明確に定義し、整理するこ

とによって評価対象および評催基準が暁瞭になることであるo また、ログフレームを前記評

価5項目と組み合わせることで、多面的なプロジェクト評価を体系的に行うことができる。図

3に示すように、口グフレームの中心的概念は、左端の[プロジェクト要約]の列に示される上

位自標一一事業呂標一一成果一一明活動という 4段階の因果関係(目的とそれを達成する手段

との関係)である。これと 4列邑の「外部条件Jの組み合わせにより「プロジェクトの目的は
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何か」、「昌標達成のために何が必要かJが系統だった形で示さかる。これをログフレームの

「ロジック・モデルJまたは「縦の論理Jと呼んでいる。また、 2列自と 3列自には「目標

や成果の達成をどのように測るかJを示す指標(ObjectivelyVerifiable Indicators)ム「指標ヂ

ータ入手手段(Meansof Verification)Jおよひ合プロジェクトに用いられる「投入(Input)Jが記

載される。口グフレーム各項のー殻的な定義と適用方法は以下であるo なお、パフォーマン

ス指標についての説明は割愛する。

図3口グフレームの理論構成

And If 

成果 And If 

活動 And If 

If 

φ上位目標:闇やセクターの開発計画の自擦や方向などで、当該事業実施の必要性を示す上

位目標。「縦の理論Jからは、事業目標が達成され、かつ何らかの外部条件が満たされ

た結果として達成されるのが「上位自標Jである。

@事業自標:当該事業実施結果、達成が期待される自標でかつ事業成寄判断の重要な決め手

であり、ターゲット・グループや対象地域のプラス変化を表すように記述されるo r縦
の理論」からは「成果Jが達成され外部条件が満たされれば「事業百標jが達成され

たことになる。

φ成果:r活動Jが実施され、かっ「外部条件jが満たされれば「成果Jが達成される。「成
果Jは事業実施側が生み出すべきモノやサービスを悲し、「事業目標jはその結果とし

て受益者側に生じる変化を表わす。円借款の場合、事業先了時までに建設されたイン

フラ施設や掘達された維持管理機材が利用可能となることを「成果jとし、それらの

施設・機材が稼動し、受益者に便益をもたらすことを「事業自標」に設定することが

多い。

⑪活動/投入:r投入jは「成果Jを実現するために事業に用いる資源(人員、資機材、土地・
施設、運営資金等〉で、円借款事業の場合出資者別に事業費が記載される。そして「活

動jは「投入jを「成果jに転換するため事業実施者が行う具体的な行為のことであ

る。

φ指標/指標データ入手手段汗指標」は目標や成果の達成震を測定するための基準であり、

F指標データ入手手段Jは各指標の測定債をどこからどのように入手するかという情

報源やヂータ収集方法である。
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φ外部条件:これは自標達成の必要条件であるが、当該事業の管轄外であったり、自然条件

であったりで自ら制御できない外的要因をさす。たとえば、水道施設建設が安全な水

の供給と地域住民の健康増進に結ひ'つくためには、(配水管から分i技する〉給水管の敷

設や料金収集システムの構築が必要であるが、それらが当該事業のスコープ外である

場合は外部条件になる。

6.評価結果のまとめ

1)調査結果の分析

調査で駅集された情報・データは、評価計画で設定された調査項尽に対応して分析される。

o !3標達成にかかる運用 e効果指標の経年変化を記し、それが当該事業による変化であるか
否かを検討する。居標を達成していない場合はその題審要因を分析する。

O アンケート調査等のデータは回答者の特徴毎にクロス集計し効果の発現傾向を把握する o

O 成果、インパクトの発現メカニズムを探るため、事業実施のプロセスを分析する。

2)教訓m提震の導出

調査分析結果を瀦まえ、実行可能で具体的な内容の教訓・提言を導出する。 JBICでは教訴を

「類似事業等にある程度普還にフィードパックできる事項Jと定義している。また、提言を

「実施機関・借入国"JBICに対する当該案件の改善に資する事項Jと定義付けている。

O 評価対象事業の長所・短所を把握し、それを他の類似事業の計画や実施にし、かに反映させ

られるか検討するo 成功事例から得られる教訓も積極的に記載する。

O どのようなときにその教訓が普遍性を持ち得るかについても言及する。

O 完成事業の効果と自立発展性を高めるため実施機関や JBICはどのような短期的手段を

講じるべきか、借入国は長期的観点からどんな政策を取るべきかを検討する。

3)評価報告撃の執筆

報告書の執筆においては、冗長を避け、簡潔な記述とする。全体を通じての論理性が重要で、

ある。報告書の各記載項呂は互いに関連しあっていることに留意する。たとえば、「事業自

標」の達成度は「効果Jの項で記される。「上位巨標Jに対する当該事業の貢献は「インパ

クトjの項で扱われる。

7.今後の課題

JBICはその大きな融資額に比し国内外とも知名度が充分高いとはいえない。今後評伍の公表

等を通じ更にPRに努めるべきものと考える。
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